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研究成果の概要（和文）：本研究は４つの方面から空間経済学を発展させ、持続可能な都市・地域の成長を実現するた
めの方策を考案した。1. 都市、地域の成長政策立案に結びつく空間経済学の理論を構築する。特に、賃金格差を内生
的に決めるモデルを開発し、地域間の経済格差の研究ができ、経済成長理論との融合も実現した。2. 都市の開発と持
続可能な振興政策を目指し、観光産業の役割、都市のデベロッパー行動、土地利用の方針についての研究を行った。3.
 交通政策の分析を行うため、産業集積や防災の立場から道路のインフラ整備を検討した。4. 実証の面において、地域
間の効用格差の動向や企業間関係や財の輸送費用削減を通じた集積効果を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This project develops spatial economics and considers policies to realize sustaina
ble growth of urban and regional economics from the following four aspects. 1. We formulate models of spat
ial economics which can be applied to examine urban and regional policies for economic growth. In particul
ar, we reveal a new mechanism of spatial income inequality which is related to the research of economic in
equality and growth theory. 2. We examine policies for sustainable development of cities and regions. We i
nvestigate the role of tourism industry, the behavior of city developers and land use. 3. We study transpo
rt policies from the viewpoints of industrial agglomeration and disaster prevention. 4. In empirical studi
es, we examine interregional utility differentials, agglomeration effect of inter-firm backward and forwar
d linkages and decreasing transportation costs by use of firm-level data.
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１． 研究開始当初の背景 
空間経済学は地理的空間にある経済システム
活動を分析する理論である。特に、地域や産
業の集積形成メカニズムをミクロ経済理論を
用いて解明している。この20 年間、収穫逓増
の生産技術の下で従来の都市経済学、地域経
済学や国際貿易論を格段に発展させた。その
成果が評価され、先駆的な貢献を果たした
Paul Krugman が2008 年のノーベル経済学賞
を受賞した。本研究グループのメンバーは長
い間地域科学の研究を行い、この分野の成長
と発展に貢献してきた。課題代表者の曽は空
間経済学の理論と応用研究を行い、多産業多
地域のモデルを開発し、農業部門の役割を検
証してきた。しかしながら、大きな発展を遂
げた空間経済学に、都市・地域の成長政策立
案に結びつく成果はまだ少ない。有限な資源
のもとに、各地域はいかに環境・資源を重視
した持続可能な発展を実現できるのかは常に
問われている問題である。 
 
２．研究の目的 
本研究は次の4つの方面に空間経済学を大き
く進展させ、持続可能な都市・地域の発展を
実現するための方策を考える。(1) 空間経済
学の理論構築。これまで多くの研究はまだ賃
金を固定してモデルをたてたので、現実の経
済格差の説明はできない。本研究はこれを含
めて、空間経済学を様々な角度から発展させ、
経済成長理論との融合を実現させたい。(2) 
環境汚染や資源枯渇といった環境問題に、 
多くの経済成長を求める地域が悩んでいる。
地球温暖化抑制への取り組みは国際的に求め
られている。本研究は地域振興政策を経済学
の一般均衡による分析を行いたい。(3) 交通
政の分析。空間経済学の大きな成果の１つと
して、製品輸送費の逓減に伴い、収穫逓増の
生産技術を有する産業は集積してくることが
分かった。輸送費の変化は単純に技術による
ものではなく、政府の政策によってコントロ
ールすることもできる。国・地域の経済発展
を総合的に考えるモデルを構築し、交通政策
を検討したい。(4) 前の3項は主に理論的な発
展ではあるが、本研究は理論と実証の両面か
ら行うことで、両者が互いに補い、問題の本
質をとらえることができる。 
 
３．研究の方法 
メンバーを次の3個のグループに分けて研究
を行う。(1) 曽・高塚・中島は理論・実証の
面から空間経済学を発展させる。(2) 曽・河
野は持続可能な振興政策を検証する。(3) 
曽・河野・高塚・中島・張が交通政策を検討
する。代表者曽が 3 個のグループを統括し、
協調を図る。このような共同作業を通じて、
前項に記載する４つの方面から本研究課題
を取り組み、四年間にわたって研究を行う。 
 
４．研究成果 
次の項目に詳細に挙げているように、本研究

の成果として、国内外の学術雑誌に論文 38
本が掲載または受理された、国内外の学会で
計 63 回も成果を発表した。具体的に、次の
成果が得られた。 

(1) 空間経済学の理論構築 

①  資本の国際間・地域間の流動性を考慮
し、グローバル化による国際・国内地域
間の格差を同時に分析した。(論文(33)) 

② 地域経済活動に影響を与える第1の自然
力と第2の自然力が同時に地域システム
の進化への影響を分析した。(論文(32)) 

③  従来のNew Trade Theoryの研究では、
農業部門の存在によって労働賃金率が
外生的に与えられる。それを改善し、
賃金格差を内生的に決めるモデルを開
発した。(論文(12)) 

④ 輸送費や財の品質が異なる他産業を分
析し、それぞれの集積特徴を分析した。
(論文(1), (11)) 

⑤ 資本が生産要素として空間経済の形成
に与える影響を分析した。(論文(19)) 

⑥ 租税政策を検証するため、公共財を明
確に核・周辺モデルに取り組み、公共
財の存在が企業立地に対する影響を分
析し、地域間課税競争が企業に対する
影響を分析した。(論文(3)(10)) 

⑦ 先進国と発展途上国の特徴を考慮した
空間経済学モデルを開発し、空間格差
やoutsourcingを分析した。(論文(2)) 

⑧ 地域間・国際間の賃金格差の結果を2
国・地域から多国・多地域へ拡張し、
格差形成メカニズムを明らかにした。
(論文(8),(9),(24)) 

 (2) 都市の開発と持続可能な振興政策 

① 観光産業が明確に空間経済学のモデル
に導入し、一般均衡の手法によって、観
光産業が都市・地域の発展との関連を調
べた。(論文(29)) 

② 面積を持つCBD業務地区を含む標準的な
単一中心モデルを構築し、UGB規制の有
効性を検討し、社会厚生が減少する可能
性を示した。更に、混雑の外部性を考慮
しないモデルにおいて市場均衡解は必
ずしもパレート最適解にならず、厚生第
一定理は成り立たない可能性を示した。
(論文(35)(37)(38)) 

③ 開放・閉鎖型の単一中心都市における地
域独占度の異なるデベロッパーによる
住宅地の動学的開発モデルを開発した．
(論文(20)) 

④ 世代の異なる住民の視点による動学的
に土地利用の分析を行った(論文(21))． 

⑤ 土地利用規制における次善政策として
のUGB規制の効率性を検証するための
Closed都市モデルを構築した。面積をも
つ業務地区を考慮したモデルではUGB規
制は社会厚生を高める効果がなく、逆に



社会厚生を減少させるが可能性がある
ことを明らかにした。(論文(22),(23)) 

⑥ Alonsoモデルにビルを考慮したモデ
ルにおいて政策の厚生分析手法の導
出を行った。(論文(22),(23)) 

 
 (3) 交通政策 
① 農業財の輸送費を考慮した二国二部門一

要素モデルを分析し，工業財の輸送費に
よる効果との比較を行った。両者の住民
の厚生に対する厚生分析も行った。(論文
(18)) 

② 日本の道路整備財源調達における厚生損
失を考慮した効率的道路料金を国内外い
くつかの路線について試算した。交通・
地理的条件が，企業間取引を通じて企業
パフォーマンスに果たす役割について実
証的分析も行った。(論文(16)(28)(34) 
(36)) 

③ 道路の改善など、インフラの整備は産業
集積を誘致できるので、この角度から地
域間の競争を検証した。(論文(31)) 

④ 自然災害を防ぐ観点から交通システムを
検証し、交通政策の分析を行った。(論文
(15)(17)) 
 

(4) 実証 
① 地域間の住民移動データを用いて地域

間の効用水準の格差を計測し、その変化
パターンを分析した。(論文(30)) 

② 空間経済学の基礎となる、財の輸送費用
削減を通じた集積効果を検討し、企業間
取引のデータなどを用いた分析を行っ
た。日本において企業立地が集積してい
ること，またそれ以上に物流の関係が空
間的に集積していること，また企業間の
取引関係形成に地理的距離が影響して
いることなどの結論を得た。(論文(26)) 

③ 集積力の源泉について、交換経済学の基
礎となる企業間関係の関係よる詳細な
定量的分析を行った。労働市場を分析し
、労働プーリングを通じた集積効果を明
らかにした。(論文(27)) 

④ 集積要因について、高生産性事業所か
らの生産性波及による生産性向上効
果、淘汰による生産性向上効果、およ
び取引相手を通じた集積効果の存在
について実証的に示した。 (論文
(4)(5)(7)) 

⑤ 東日本大震災の事例を用いて、取引関係
ネットワークの近接性が事業所の復旧
に果たす要因についての研究を行った。
(論文(6)) 
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